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を一部担わせていた租税であると評価した。第 3章では、新疆における 2010 年の資源税制
改革を事例に、改革による資源採掘の抑制効果と税収効果について検討した。税制改革は、
採掘企業に採掘量削減へのインセンティブを与えた。同時に、新疆の自治区レベルと下位
の自治州や地区の財政基盤の強化にも資した。しかし、鉱物資源には偏在性があるため、
資源税制改革によって自治区内の地域間における財政収入格差は拡大したことを検証した。
第 4 章では、規範的な財政連邦主義の理論に基づき、鉱物資源管理をめぐる中国の政府間
租税関係と資源税について考察を行い、中国の資源税の課税権限と税収配分のあり方につ
いて検討した。中国の資源税制度における中央と省の間の租税関係は規範的な財政連邦主
義の理論とは似て非なるものであることが明らかになった。第 5 章では、アメリカの採掘
税、カナダの鉱業税、日本の鉱産税について、それぞれの鉱物資源課税対象と課税方式、
税率、税収の使途を中心に中国の資源税と比較分析した。各国の鉱物資源税制度には一定
の共通点があると同時に、異なる特徴が見られた。とりわけ、実際の各国の鉱物資源税制
は、規範的な財政理論では望ましいとされている財政構造に基づいて、政府間の課税権限、
税源の配分を決めているわけではないことを明らかにした。また、日本や中国のような集
権的な単一制国家と比べて、カナダやアメリカのような分権的な連邦制国家は、中央の関
与が低く、自律性の高い税制であるため、鉱物資源税制においても、より多様な一面を持
つことが明からにした。終章は、本論文のまとめである。 
